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ハ）環境管理責任者

・常務取締役営業統括本部長　佐藤　一郎

ロ）代表者名

① 組織の概要

イ）取組事業所名

・青森三菱自動車販売株式会社

・青森スズキ自動車販売株式会社

ニ）事業の概要

１）新車・中古車及び部用品の販売

２）自動車の車検・点検及びその他整備

３）保険代理業務・車のレンタル事業

ト）事業の規模

ヘ）取組事業所の所在地及び認証・登録の対象範囲
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① 組織の概要

※ 売却引渡を行っている廃棄物は再生資源として処理が行われている。

※ 集計期間は基準・実績及び推移年度共に４月～３月

・各基準年度に基づく環境負荷は下記の通り

チ）環境負荷の推移
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1.当社は、自動車の販売、サービス ( 整備 ) を通じてエネルギーの使用や廃棄物の排出な

　どを認識し、お客様のエコライフをサポートする様な省エネ車の販売、エコ整備、エコドラ

　イブ等の取組を推奨し、生態系の保全等、環境保全に努めます。

2.環境に関する法令・規則・協定等を遵守し、環境保全レベルの向上に努めます。

3.当社の事業活動が環境に与える影響を正しく認識し、環境経営目標及び社内外の課題とチャンス

　を明確にし、全社員による継続的な環境負荷低減に取組みます。

4.電力使用量・廃棄物総量・温室効果ガス及び水使用量の削減並びにリサイクルの促進

　グリーン購入（中古部品の活用）の促進に努めます。

5.定期的な環境監査により活動を認識し、環境管理の維持向上を図ります。

6.環境経営方針を全社員に周知するとともに一般に公開し、地域社会に貢献します。

代表取締役社長

前回以前の改訂日は省略

青 森 三 菱 自 動 車 販 売 株 式 会 社

青森スズキ自動車販売株式会社

青森三菱自動車販売株式会社は、自動車の販売・サービス ( 整備 ) 及び関連する事業活動を通じて、

地球環境の保全が最重要課題であることを認識し、また、よき企業市民として、地域への

環境保全活動に自主的かつ積極的に取り組み、次世代に住みよい社会を残せるように努力します。 　

　　基本方針

最新改訂日：２０２３年　５月３１日

制　定　日：２００８年　５月１０日

② 環境経営方針

青森三菱自動車販売株式会社 及び 青森スズキ自動車販売株式会社 は環境経営方針を下記の通り

策定し、企業経営に当たって環境への取組を推進しております。

青森三菱自動車販売株式会社・青森スズキ自動車販売株式会社　環境経営方針

環境経営方針
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③ 目標を達成するための実施体制

２０２３年度　環境マネジメント実施体制組織図
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③ 目標を達成するための実施体制

主な推進者の役割、責任及び権限
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④ 短期環境経営目標及び中期環境経営目標

注２：ガソリン・軽油・灯油・Ａ重油・都市ガス・ＬＰＧガスの温室効果ガス排出係数は

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の単位発熱量と炭素排出係数を用いて算出を行っている

注１：電力の温室効果ガス排出量は東北電力株式会社より公表される２０２２年度排出係数 0.471 を用いて算出を行っている
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① 設定温度で寒さを感じてしまうお客様用にブランケット等を準備する

② ボイラーや燃焼機器の空燃比 ( 空気過剰係数 ) を低く抑えて運転する

⑤ 環境経営計画・方針及び目標を達成するための取組

環境方針１　エネルギーの効率的利用及び温室効果ガスの排出抑制

取組項目

イ）電力使用量の削減・抑制

④ ブラインドや遮光フィルム等により太陽光を遮断し、余分に冷房を使用しないよう努める

環境方針２　資源の効率的利用

取組項目

④ 青森県一斉スマートムーブ通勤月間へ参加する

（Ｂ）ウォームビズ等による冬季の暖房設定の遵守

※ 短期間・短時間使用の場合における満タン給油はトラブル防止の為に十分な説明を行うこと

当期環境経営計画・方針及び環境経営目標を達成するための取組　その１－１

（Ｃ）代車・レンタカーの燃料管理徹底

① 代車及びレンタカー等、満タン返しの促進

② 点検整備を行い、環境負荷をかけにくい状態で社有車の運用・管理を行っている

① 看板・展示場・駐車場の照明は防犯上必要なもの以外消灯する

（Ｅ）パソコンを一定時間以上使用しないときはスリープモードに自動的に移行するように設定を行う

（Ｆ）空調機のフィルター清掃・交換等適正管理 ( シーズンイン　１回 / ○月実施 )

（Ｇ）高効率・省エネタイプの蛍光灯やLED、VE型魔法瓶を採用する等　環境負荷を抑えるタイプの製品へ順次切替

（Ｄ）灯油・都市ガス・ＬＰＧガス等を効率よく運用する

（Ｅ）お客様へエコ整備及びエコドライブを推進する

（Ａ）空調温度適正化の実施

※ 門型洗車機を有する拠点は効率的な活用に努める

イ）水使用量の削減

② 水を出したまま作業を継続しないようにする等、使用量を適正にし無駄な使用をしないように取組む

① 水道の蛇口を全開にする等、水圧を上げ過ぎないようにする

※ 冬季に点検できない箇所がある場合は水道使用量を先月・昨年・漏水が無かった年と比較して確認する

④ 漏水の定期点検　春季 ～ 秋季：１回 / ２カ月　冬季：１回 / １ケ月

③ ストップノズルを取付ける等、水を無駄に使用しないように努める

※ 手作業で洗車を行う全ての拠点に設置されている

※ 設備が老朽化している場合は点検間隔を短くする

※ 冬季は漏水が発生しやすくなっている為、現存設備の他、過去の漏水箇所を併せて点検する

① 事務所の空調温度は　冷房 28℃　暖房 20℃　を目安とする　尚　空調温度の目安は温度計を基準とする

② ショールームの空調温度は　冷房 26℃　暖房 22℃　を目安とする　尚　空調温度の目安は温度計を基準とする

③ 夏期から秋季にかけてクールビズを実施する。冷房温度は上記が目安だが、必要な場合は調整を行う

（Ｂ）不要照明の消灯

① 昼休み及び時間外活動の部分消灯を徹底する

③ 状況に応じて社用車を低燃費車へ切替を進める

② 会議室や更衣室・給湯室等の常時人がいない場所は使用時以外消灯する

① 社員個々人の省エネ運転やエコ整備の実施を促進する

③ サービス工場の部分証明の実施 ( 休暇などで使用されていないストール付近を消灯しておく等 )

（Ｃ）夜間・休日等はOA機器の主電源を切り節電に努める

（Ｄ）広告塔の点灯・消灯時間の励行

ロ）化石燃料使用量の削減

（Ａ）社有車の省エネ運転・点検整備を実施
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⑤ 環境経営計画・方針及び目標を達成するための取組

当期環境経営計画・方針及び環境経営目標を達成するための取組　その１－２

③ コピー終了時は設定を初期化し、次に使用する者の余分な印字を防止する

④ 社内間の事務連絡等に封筒を使用する場合、使用済みの封筒を再利用するよう務める

⑤ 公文書以外の書類は裏面が利用可能な場合裏面を利用して印字するように努める

ロ）廃棄物の分別と適正処理

① 使い捨て製品を避け、リターナブル容器に入った製品を優先的に購入する

② 再使用又はリサイクルしやすい製品を優先的に購入する

③ 古紙類や金属屑及び廃プラスチック等、再生化できる廃棄物は出来る限り再生化に努める

（Ｂ）エアクリーナエレメント交換及び清掃

（Ｃ）タイヤ空気圧の適正化

④ EV・PHEV及びクリーンディーゼル車等の省エネ車の販売を促進する

③ お客様に車検・点検等の入庫時にエコドライブ推奨ポイントををチラシ等で案内する

環境方針４　地球環境の保全

② 裏面の利用や両面コピー、電子メールを活用しペーパーレスに努める

環境方針３　廃棄物の排出抑制と適正処理

取組項目

イ）紙使用量の削減

① プリンターで印刷を行う際は両面印刷や片面複数印刷 ( 割付 ) 等の機能を活用し、コピー用紙使用量を抑制する

取組項目

環境方針５　自動車販売・整備などの経営活動を通じて環境保全に配慮する

取組項目

ロ）環境に配慮した自動車の販売及びサービス ( 整備・点検 ) の提供等

① 充電インフラ設備 ( 急速充電器等 ) を設置し、EV・PHEV車の充電を行うことにより、

　 温室効果ガス排出係数 ( 本ページでは以下　排出係数　とする ) が高いガソリンではなく、排出係数が

　 ガソリンより低い電力を使用することで温室効果ガスの排出抑制に努める

取組方針６　環境負荷実績の把握

④ PRTR法特定化学物質の購入量を記録・管理する

イ）普通・急速充電器等、充電インフラの更なる整備に努める

イ）PRTR法特定化学物質使用・購入量の削減

① 化学物質製品を余分に使用しないよう努める

② 環境負荷が懸念される化学物質を代替物質へと切替える

③ 化学物質を適正に管理し、定期的にSDS安全チェックシートの確認を行う

② 国土交通省が２０１０年３月に取りまとめを行った「 自動車エコ整備に関する調査報告検討会報告書 」に

　 基づいた下記３項目を実施したエコ整備を継続して実施・推奨している

（Ａ）エンジンオイル及びオイルフィルター交換

② 中古部品やリビルト部品等の良質な供給者を確保する

ロ）中古・リビルト部品等やグリーン購入の推進

① ユーザーに対して中古部品やリビルト部品の提案を積極的に推進する

③ 事務用品等購入に際し、グリーン購入法適合マーク商品をなるべく購入するよう務める

① 各月データ入力表に基づき、毎月２０日～２５日を目途に環境負荷実績を集計する

② 取組方針１ ～ 取組方針５までを適正に記録・管理する
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⑤ 環境経営計画・方針及び目標を達成するための取組

　 社内研修の他に朝礼やミーティングで環境経営目標達成状況を見直す等の取組も社員教育の対象となる

環境方針７　環境管理の維持向上を図る

取組項目

イ）環境法令の遵守

取組項目

当期環境経営計画・方針及び環境経営目標を達成するための取組　その１－３

ニ）緊急対応訓練の実施

① 定期的に環境法令一覧表の見直しを行い、法令が遵守されているかチェックする

ロ）環境監査の実施

① 内部監査を毎年１回以上実施する

ハ）社員教育の実施

① 全従業員が年１回以上延べ２時間以上の研修会や社内教育を受ける

① 年１回以上実施する　オイルの漏出等、事故及び緊急事態を想定し対応策を定める

イ）地域及び自治体の環境保全活動への参加

① 全従業員が年１回以上会社や地域・自治体及び組合の環境保全活動に参加する　下記は活動の一例である

（Ａ）新城川周辺の清掃活動　注：会社が定休日の場合は参加を見送っている　

（Ｂ）問屋町組合主催の清掃活動への参加

（Ｃ）青森県主催　スマートムーブ通勤月間への参加

ロ）拠点周辺の清掃及び美化活動の実施

① 会社周辺の清掃活動を実施する

② プランター等に花を植えて美化活動を行う

③ 構内の雑草等を定期的に処理し、景観及び道路舗装状態に悪影響が出ないようにする

環境方針８　地域社会への貢献
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ロ）当期及びクリーンエネルギー車普及状況

イ）環境経営目標の削減状況

⑥ 環境経営目標の年間実績表
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実数・原単位 ４拠点               実数のみ ０拠点               原単位のみ ５拠点               いずれも未達 １拠点                  

⑦ 環境経営目標の実績評価

進捗評価基準：10% 以上減 ➡ ◎ / 0% 以上 10% 未満減 ➡ ○ / 0% を超え 10% 以下増 ➡ △ / 10% を超える増 ➡ ×

（Ａ）全体評価

・いずれも未達となった拠点の要因として、大型営業所の空調機器可動状況が挙げられるが、外的要因によるものであり9月に28℃を超えた日が

　基準年度は8日だったが本年度は16日、稼働状況が例年より長かったことと空調機器が老朽化していたこともあり、使用量の増加に拍車をかけていた。

　尚　本冷房は2024年度に新しい空調機器に交換が行われる予定である。

・原単位のみ達成した拠点の使用量に大幅な増加は無く、増加した稼働時間に対し効率よく運用が行われている。

・次年度に空調機器の入替が行われる予定の為、排出量の変動が見込まれるが効率よく管理・運用を行いたい

・次年度の環境経営目標は基準年度総使用量に対し４％の削減を目指す。

集計対象１０拠点の

電力削減目標達成状況

（Ｂ）改善事項及び次年度の環境経営目標及び取組内容

・本年度の結果に社内に起因する結果は無かったことを踏まえ、取組内容の変更は行わない　尚　取組内容は７ページ目の環境方針１によるものである。
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⑦ 環境経営目標の実績評価

実数・原単位 ５拠点               実数のみ ５拠点               原単位のみ ０拠点               いずれも未達 １拠点                  

進捗評価基準：10% 以上減 ➡ ◎ / 0% 以上 10% 未満減 ➡ ○ / 0% を超え 10% 以下増 ➡ △ / 10% を超える増 ➡ ×

（Ａ）全体評価

（Ｂ）改善事項及び次年度の環境経営目標及び取組内容

・軽油の購入量に大きな変動が見受けられるが、本年度は積雪が基準年度に対し少なく除排雪の頻度が基準年度よりも減少していることが主な要因である。

　また、本年度は売上が増加したことにより積載車の稼働件数が増加しているが、除排雪の回数が減少したことで積載車稼働が増加したことにより生じた

　購入量を補う形となった。

・灯油の購入量が大幅に増加しているが、最低気温が基準年度に対し低い日が多くなったことにより、工場のスポットヒーターの火力を高くするケース等が

　要因である。尚　ＬＰＧガスも影響を受けており、青森・弘前方面とは異なり、八戸・十和田地区で３月の最高・最低気温が低い日が続いたことで

　給湯関係を中心とした使用が増加している。

・いずれも未達となった拠点はガソリンがやや増加、軽油・ＬＰＧガスを大幅に削減していたが灯油購入量が大幅に増加したことにより、最終的に

集計対象１１拠点の

温室効果ガス削減目標達成状況

・次年度の環境経営目標は基準年度総使用量に対し４％の削減を目指す。

・本年度の結果に社内に起因する結果は無かったことを踏まえ、取組内容の変更は行わない　尚　取組内容は７ページ目の　環境方針１によるものである。

・次年度はボイラーから空調機器へ変更されるため、Ａ重油は次年度以降購入予定は無く、代わりに電力使用量が増加する見込みである。

　また、現時点の電力の温室効果ガス排出係数は0.471であり、Ａ重油の温室効果ガス排出係数2.710より係数が低いため温室効果ガス総排出量の抑制が

　温室効果ガス総排出量の目標を達成することができなかった。

　見込まれている。
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⑦ 環境経営目標の実績評価

実数・原単位 ６拠点               実数のみ ２拠点               原単位のみ １拠点               いずれも未達 １拠点                  

（Ｂ）改善事項及び次年度の環境経営目標及び取組内容

・次年度の環境経営目標は基準年度総使用量に対し４％の削減を目指す。

・本年度の結果に社内に起因する結果は無かったことを踏まえ、取組内容の変更は行わない　尚　取組内容は７ページ目の　環境方針２によるものである。

・実数のみ削減目標達成することができている拠点は結果としては申し分がないが、原単位削減目標を達成することができていないことから

　使用状況に無駄がなかったか確認の上、次年度の取組を行う。

集計対象１０拠点の

水資源使用量削減目標達成状況

進捗評価基準：10% 以上減 ➡ ◎ / 0% 以上 10% 未満減 ➡ ○ / 0% を超え 10% 以下増 ➡ △ / 10% を超える増 ➡ ×

（Ａ）全体評価

・ここ数年の増加要因となっていた水道管破損や洗車機の故障による漏水は本年度は発生しなかった。

・ストップノズルの破損や水を流したまま作業する等の無駄な水資源の消費は無かった

・いずれも未達となった拠点については売上が増加したことにより溶剤型塗料用着色剤の使用量が増加したことが要因である。
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⑦ 環境経営目標の実績評価

実数・原単位 ４拠点               実数のみ ０拠点               原単位のみ ３拠点               いずれも未達 ２拠点                  

・次年度の環境経営目標は基準年度総使用量に対し４％の削減を目指す。

・本年度の結果に不適切事項が無かったことを踏まえ、取組内容の変更は行わない　尚　取組内容は７ページ目の　環境方針３によるものである。

　３拠点から排出されているが、３拠点は原単位削減目標を達成することができている。尚　残りの増加約400Kgは廃棄物処理施設に可燃ごみを自社運搬している

　拠点より排出され、本年度はその中に機密文書を含めて処分を行っていたことにより増加していた為である。

・産業廃棄物処分委託量は基準年度に対し排出量をわずかではあるが削減することができている。また、排出量の内約1,500Kgは不定期年度に行われる本社の

　倉庫整理により発生した為、倉庫整理を除いた場合、本年度の約2,300Kgの削減実績が実質約3,800Kgの削減実績となり、分別等の取組を確実に実施している。

・産業廃棄物処分委託量の内、再資源化された廃棄物は約15,100Kgである。

・特別管理産業廃棄物処分委託量の内、再資源化された廃棄物は約111Kgである。

（Ｂ）改善事項及び次年度の環境経営目標及び取組内容

進捗評価基準：10% 以上減 ➡ ◎ / 0% 以上 10% 未満減 ➡ ○ / 0% を超え 10% 以下増 ➡ △ / 10% を超える増 ➡ ×

集計対象９拠点の

廃棄物処分委託量削減目標達成状況

（Ａ）全体評価

・一般廃棄物処分委託量が増加しているが、増加の要因はいずれも未達となった拠点であり、各拠点共に機密文書の処分を実施したことが要因である。

　本処分では増加した排出量約3,500Kgの半数以上を占める約2,600Kgの機密文書が処理されており、このほか約500Kgは売上が大幅に増加した
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⑦ 環境経営目標の実績評価

実数・原単位 ３拠点               実数のみ ０拠点               原単位のみ ３拠点               いずれも未達 ３拠点                  

拠点２：鈑金及び塗装をメインとする拠点で溶剤系塗料用着色剤の購入量が増加している。

拠点３：フロンガス ( HFC ) の購入量が18Kg増加したこと。

（Ｂ）改善事項及び次年度の環境経営目標及び取組内容

・次年度の環境経営目標は基準年度総購入量に対し４％の削減を目指す。

・本年度の結果に不適切事項が無いことを踏まえ取組内容の変更は行わない　尚　取組内容は７ページ目の　環境方針４によるものである。

（Ａ）全体評価

進捗評価基準：10% 以上減 ➡ ◎ / 0% 以上 10% 未満減 ➡ ○ / 0% を超え 10% 以下増 ➡ △ / 10% を超える増 ➡ ×

集計対象９拠点の

化学物質購入量削減目標達成状況

・トータルで見た場合増加量はわずかではあるが、削減目標をいずれも未達となった拠点が３拠点あり、増加要因は下記の通りである

拠点１：内容量15Kgの床塗料を7個購入している。これは基準年度の購入実績に含まれていなかった。

－　15　－



⑦ 環境経営目標の実績評価

① エコ整備に該当する整備を12,252台実施した　※ 下記３項目を実施した整備をエコ整備という　エコ整備の定義は　８ページ目　環境方針５　ロ）　②　を参照

・目標は　EV車が60台　PHEV車が210台　クリーンディーゼル車を100台　合計で370台とした

② 車検等のタイミングでお客様へエコドライブ推奨及び取組む際のポイントをチラシや掲示物等を用いた案内を継続している

・実績は　EV車が11台　PHEV車が138台　クリーンディーゼル車が108台　合計で257台となり、達成率は69.5%となった

④ 目標台数は設定していないが、低燃費車・ハイブリット車の販売普及に努めている

③ EV・PHEV及びクリーンディーゼル車の販売目標を定め普及を継続している。

６．環境活動計画の取組結果とその評価

イ）普通・急速充電器等、充電インフラの更なる整備に努める

① 普通充電器を全店舗に配備している

② 急速充電器は青森西バイパス店・弘前店・五所川原店・八戸下長店・十和田店・むつ店・スズキアリーナ合浦公園・スズキアリーナ八戸駅通に配備している

③ 普通・急速充電設備の設置状況等をチラシを店頭へ掲示する等、お客様にアピールを継続している

ロ）環境に配慮した自動車の販売及びサービス ( 整備・点検 ) の提供等

環境配慮自動車の販売： ＥＶ・ＰＨＥＶ車 / クリーンディーゼル車 / ハイブリッド車 / 低燃費車

（Ａ）エンジンオイル及びオイルフィルター交換

（Ｂ）エアクリーナエレメント交換及び清掃

（Ｃ）タイヤ空気圧の適正化

ホームページＵＲＬは下記の通り

※画像は全て 三菱自動車工業株式会社様 と スズキ株式会社様 のホームページより引用

https://www.suzuki.co.jp/

https://www.mitsubishi-motors.co.jp/

ス ズ キ 株 式 会 社 様

三 菱 自 動 車 工 業 株 式 会 社 様

・ＥＶ車 及び ＰＨＥＶ車を中心とし、ハイブリット車や低燃費車の販売普及し、社有車として上記車両を保有している場合はエコ整備・車検等を通じ、

環境負荷の低減に努めたい
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⑦ 環境経営目標の実績評価

（ウ）新城川周辺の清掃活動　➡　定休日につき参加見送り

（２）拠点周辺の清掃及び美化活動の実施

① 会社周辺の清掃活動を実施する　➡　各拠点年１回以上実施

② プランター等に花を植えて美化活動を行う　➡　各拠点随時取組

③ 構内の雑草等を定期的に処理し、景観及び道路舗装状態に悪影響が出ないようにする　➡　各拠点随時取組

９．地域社会への貢献

（１）地域及び自治体の環境保全活動への参加

① 全従業員が年１回以上会社や地域・自治体及び組合の環境保全活動に参加する

（ア）問屋町組合主催の清掃活動への参加

（イ）青森県主催　スマートムーブ通勤月間への参加

① オイルの漏出等、事故及び緊急事態を想定し対応策を定める

① 年１回以上実施している

（２）環境監査の実施

（３）社員教育の実施

（１）環境法令の遵守

① 定期的に環境法令一覧表の見直しを行い、法令が遵守されているかチェックする

７．環境負荷実績の把握

８．環境管理の維持向上を図る

② 各担当者が更新状況を失念しないように記録を電子化を行い速やかに閲覧できるようにしている

① 毎年１０月を目安として内部環境監査を実施している

① 社内研修の他、朝礼やミーティング等のタイミングで新規法令の説明や現在の環境経営目標達成状況の見直し等の取組を行っている

③ 事務用品用紙類やウェス・リビルト部品等の入力が行われている

（１）各月データ入力表に基づき、毎月２０日～２５日を目途に環境負荷実績を集計する

① 全拠点で各月データ入力表の入力及び事務局で実績の確認

② PRTR法特定化学物質概算購入量の記録・管理を継続

（４）緊急対応訓練の実施
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⑧ 環境関連法規等の遵守状況及び評価結果、違反・訴訟・苦情等の有無

［確認結果］　○：適合　　△：一部不適合　　×：不適合

・上記法令に関する違反は無かった

（Ａ）全体評価

・関係当局より違反の指摘、訴訟は過去３年間無かった

・社外より苦情の受付は無かった

・各種届出は適正に行われている

・各種点検及び清掃等、管理運用は適切に行われている

（Ｂ）改善事項及び次年度の環境経営目標及び取組内容

・現時点で適切に管理・運用が行われている為、取組内容の変更は行わない

尚　取組内容は　９ページ目の　環境方針７　イ）環境法令の遵守　によるものである
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⑨ ２０２３年度　代表者における全体評価及び課題とチャンスの明確化

（Ａ）全体評価

イ）環境経営方針

・現方針に変更が生じる法令改正及び実績の乖離が無かったが、今後も法令等の動向に注視し、変更が必要であれば

対応すること。

踏まえ、取組を今後も継続していく。また、数年に１度行われる倉庫整理や保管期間を終えた書類の処理が複数拠点で

まとまって発生したことで一般廃棄物が増加しているが増加分を差し引いた場合は基準年度より減少していることを

ロ）環境活動計画

・５Ｓチェックを導入して以降、目に見えるところは変わらずきれいに運用されているが、立入が少ない箇所は改善が

必要な箇所が残っており、根気強く今後も整理整頓の意識づけを進めていく必要がある。

・緊急対応訓練の計画において引き延ばしが見受けられる場合は繁忙期を避け、期間を指定して実施すること

ハ）実施体制

・今後も責任者及び推進員等の変更状況に応じて計画等に影響が出ないよう事務局側から確認を継続すること。

ニ）環境経営目標全拠点達成状況

・実数の削減目標を達成することができなかった箇所は一般廃棄物を除き原単位で達成することができていることを

・情報発信力が問われる時代であり、広報宣伝媒体の活用方法及びコンテンツ等の工夫が必要である。

・ＰＨＥＶはカーボンニュートラルにベストセレクト車と言われており、三菱は業界で唯一２種類のラインナップが

あるが、普及拡大に向けたメーカーのＰＲ体制の充足が望まれる。

ロ）社外におけるチャンス ( 事業を行う上で外的要因に対し、有利な点やアピールポイント等 )

・販売上の強みであるＰＨＥＶと軽ＥＶの普及に努める。

・ネット活用をはじめとした情報発信力強化へ向けた取り組みに努めている。

ハ）社内における課題 ( 事業を行う上て社内環境に起因する改善中の取組や問題点等 )

・三菱はＰＨＥＶ・ＥＶ車を世界に先駆けて商品化している。我が社でも販売を積極的に進めており、スタッフの

意識・知識・技術レベルも電動車両先駆者に相応しいものにしなければならない。

イ）社外における課題 ( 事業を行う上で外的要因による弱みや問題点等 )

踏まえて取組を有効と判断し、継続したい。

ホ）環境関連法規

・現時点で問題は見受けられないことから今後も法令の変更状況を注視し、必要に応じて速やかに対応すること。

（Ｂ）課題とチャンス

ニ）社内におけるチャンス ( 事業を行う上で社内環境に対する強み )

・ＰＨＥＶ・ＥＶのスペシャリストが各店毎の営業・サービス部門に配置されており、電動車両先駆者に相応しい

体制を構築している。

・全部署で風通しの良い明るい職場風土づくりに着手しており、意識改革を推進している。
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